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目的　本研究は，群馬県草津町における10年間の介護予防共同研究事業の効果を要介護認定率（以
下，認定率）の推移から評価するとともに，それを通して，介護保険統計を用いて事業評価を
行う際の留意点を考察することを目的とした。

方法　全国，群馬県，草津町の2001年度から2009年度における認定率の推移を，年齢構成および介
護保険カバー率（生活機能障害者のうち要介護認定を受けている者の割合）の変化を加味して
評価した。年齢構成に関しては，全国，群馬県，草津町の国勢調査データを用いて把握した。
介護保険カバー率に関しては，同町で2003年，2005年，2007年，2009年の各年度に実施した悉
皆調査データ（「非自立」の有無）を，介護保険統計データ（認定の有無）とリンケージして
算出した。

結果　草津町では全国や群馬県に比べ後期高齢者の増加割合が小さかったため，前期高齢者・後期
高齢者別に認定率の推移を評価したところ，草津町の認定率は2004年度頃から全国や群馬県と
異なる動きを示し，特に後期高齢者において減少傾向にあることが確認された。ここで，三者
とも前期高齢人口における年齢構成に大きな変化は認められなかったのに対し，群馬県や草津
町では後期高齢者の中でも80歳代以上の割合が年々増加傾向にあったことから，群馬県や草津
町の後期高齢者における認定率の経年変化は，高齢者人口の高齢化による影響を受けていると
考えられる。一方で，草津町における後期高齢人口の年齢構成の変化は群馬県と同様であった
ことから，草津町における後期高齢者の認定率の経年変化は，群馬県とは比較可能であること
が確認された。介護保険カバー率に関しては，特に軽度の生活機能障害者において年度による
ばらつきが認められたため，介護保険カバー率の変化が認定率に影響している可能性が否めな
かった。しかし，中等度以上（要介護 2以上）の認定に限定しても，草津町では後期高齢者の
認定率が低い水準で推移していることが確認された。

結論　本研究を通して，認定率の経年変化を評価したり他市町村と比較したりする際には，65歳以
上人口における年齢構成や介護保険カバー率の変化を考慮した分析が必要であることが確認さ
れた。草津町の認定率の推移は，これらの要因を加味しても全国や群馬県と異なることから，
10年間にわたる介護予防共同研究事業の成果と考えられた。

キーワード　介護保険，介護予防，要介護認定率
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Ⅰ　緒　　　言

　2000年に介護保険制度が施行され，以来十数
年が経過した。この間，要介護認定者数は飛躍
的に増加し，2012年には約530万人に達した1）。
今後，高齢化の進展に伴い，要介護認定者数が
さらに増加することが予想されることから，
「介護予防」の重要性がより一層高まっている。
　群馬県草津町では，早くから高齢者の健康づ
くりにおいて介護予防を重視し，2001年より東
京都健康長寿医療センター研究所との共同研究
として様々な事業を展開してきた。その詳細は
すでに報告済みであるため2），ここでは簡潔に
概要を述べる。まず，高齢者向け健診の内容を
変更し，生活習慣病やその管理のチェックに限
定された従来の内容に高齢者総合的機能評価を
追加した健診を毎年実施してきた。さらに，結
果返却においては集団方式を採用し，地区別に
結果説明会を開催して健康教育を行った。また，
認知，口腔，運動，または栄養機能の維持・増
進を目的とした介護予防教室を開催し，高齢者
全員を対象とした簡易健康調査または健診結果
から，ハイリスク者に対し参加を勧奨した。こ
のように，同町の介護予防推進システムは，ポ
ピュレーション戦略とハイリスク戦略のどちら
も重視し，地域高齢者全体を網羅した包括的な
システムであることに大きな特徴がある。
　草津町では，介護予防共同研究事業を開始し
て10年が経過した。今後，よりよい予防事業を
展開していくためには，これまでの活動を評価
し，次の活動にフィードバックすることが重要
である。ここで，いかに取り組みの効果を評価
するかは，草津町のみならず全国の市町村にも
共通した課題である。介護保険制度が「介護予
防重視型」に転換して以来，各市町村で様々な
取り組みが行われている。介護予防における市
町村の役割が強化される中で，今後より一層，
事業評価の重要性が増してくると考えられる。
　地域保健活動を評価するためには，住民にわ
かりやすく，市区町村レベルで容易に算出でき
る評価指標が必要である。そこで，既存の介護

保険統計を用いて保健指標を算定する試みがい
くつか報告されており3）-5），その一つが要介護
認定率（以下，認定率）である。認定率を用い
る利点としては，介護保険の要介護認定が全国
的に統一した基準で実施されていること，その
データが全国で継続的に入手可能であることか
ら，経年変化の観察や自治体間の比較が可能で
あることがあげられる。そして何よりも，算出
方法がシンプルであるため住民にとっても理解
しやすいという大きな利点がある。一方，認定
率には，高齢者の健康度のみならず，その他文
化的，社会経済的要因が影響することから6）7），
地域保健活動の効果評価に使用する際には，そ
の限界についても考慮する必要がある。しかし，
簡易であるがゆえに，現在のところ，十分に留
意した上で活用されているとは言い難い。
　そこで本研究では，群馬県草津町を例に，当
該自治体における介護予防共同研究事業が地域
高齢者の健康度に与えたインパクトを，介護保
険統計を用いて認定率の推移から評価するとと
もに，それらの指標を用いて地域保健活動の評
価を行う際の留意点について考察する。本研究
を通じて，認定率を用いて地域保健活動の効果
評価を行う際の留意点が明確化することで，自
治体での介護保険データを用いた事業評価が容
易になり，さらによりよい地域保健活動が各地
で展開されることが期待される。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　認定率，新規要介護認定発生率の推移
　全国，群馬県，草津町の2001年度から2009年
度における認定率および新規要介護認定発生率
（以下，新規認定率）はすでに報告済みである
ため，本研究ではそれらを引用して議論を進め
る（方法論等の詳細は文献 2を参照）。

（ 2）　要介護認定者数
　草津町健康推進課の協力を得て同福祉課より，
2001年 4 月から2009年 3 月末までの介護保険申
請状況，判定結果，認定日等の情報提供を受け，
同町における年度別の新規要介護認定者数およ
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び前年度からの継続認定者数の推移をみた。

（ 3）　認定率に影響を及ぼす要因
1)　年齢構成

　認定率は年齢とともに急上昇するため8），そ
の推移には高齢者人口における年齢構成の変化
が大きく影響すると考えられる。そこで，2000
年，2005年，2010年の国勢調査のデータのうち，
全国，群馬県，草津町における65歳以上の 5歳
刻み人口のデータ9）から，三者における人口構
成の経年変化を把握し，草津町における認定率
の推移が全国や群馬県と比較可能であるか検討
した。
2)　介護保険カバー率

　介護認定を受けるか否かは，介護サービス利
用に対する指向性や家族介護力，経済状況など
様々な文化的，社会経済的要因が影響すること
が指摘されている6）7）。そこで， 5項目の基本
的日常生活動作（Basic Activities of Daily Liv-
ing；BADL）のうち 1項目でも部分的あるい
は全面的介助が必要な「非自立者」のうち，実
際に要介護認定を受けている者の割合を「介護
保険カバー率」（以下，カバー率）と操作的に
定義し，観察期間における同町のカバー率を，
以下の方法により算出した。
　まず，同町で70歳以上の在宅高齢者を対象に
2001年度より 2年に一度実施してきた悉皆調

査2）（2007年度からは健診の未受診者に対して
実施）と2002年度より毎年実施してきた高齢者
健診2）の各年のデータ（「非自立」の有無）を，
介護保険の統計データ（認定の有無）とリン
ケージした。本研究では，BADLのデータが入
手可能であった2003年，2005年，2007年，2009
年の各年度におけるBADL得点（食事，移動，
着衣，入浴，トイレの各項目について，自立に
2点，部分介助に 1点，全面介助に 0点を割り
振り， 5項目を合計した得点）を算出した10）。
さらに，非自立を 9点以下と定義し， 9点から
最低 0点まで 1点ごと減少した場合のカバー率
を求めた。草津町在住の在宅高齢者のうち，
2003年，2005年，2007年，2009年の各年度に
BADL得点が算出できた者の割合は，それぞれ
96.8%，95.2%，93.0%，91.0%であった。なお，
Katzの指標11）を基準として，BADL得点の外的
基準妥当性はすでに確認されている10）。

（ 4）　倫理的配慮
　過去10年間の共同研究事業は，草津町と東京
都健康長寿医療センターとの共同研究契約書
（のち共同研究協約書）に基づいて実施してき
た。悉皆調査および未受診者調査では，調査の
趣旨や個人情報の守秘を文書または口頭で説明
した上で調査への協力を依頼し，健診受診者に
は，健診データを研究目的で使用することにつ
いて，文書による同意を得た。
　本研究は，東京都老人総合研究所倫理委員会
で承認され（2003年 8 月13日，15財研究第870
号），その後，研究内容の一部変更と研究期間
の延長について東京都健康長寿医療センター研
究所倫理委員会で追加承認を受けた（2008年 5
月20日，受付番号 3）。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　認定率の推移
　2001年度から2009年度における認定率の推移
を前期高齢者と後期高齢者に分けて，草津町と
全国と群馬県とを比較した（図 1）。草津町の
前期高齢者の認定率は，群馬県よりはやや高い
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ものの全国とほぼ同程度であった。一方，草津
町の後期高齢者の認定率の推移は，2004年度以
降，全国や群馬県と大きく異なる動きを示し，
2009年度は23.6%と全国の29.4%，群馬県の
28.0%に比べ低い水準にある。

（ 2）　新規認定率の推移
　要介護認定者は，前年度からの継続認定者と
新規認定者に分類される。草津町の継続認定者
数は年々増加したのに対し，新規認定者数は横
ばい傾向にあった（図 2）。図 3に同町におけ
る新規認定率（千人・年当たり）を示す。新規
認定率は，2002年度では53.4であったのに対し
2009年度は27.4と，2002年度に比べほぼ半減し
た（図 3）。年齢別にみると，前期高齢者の新
規認定率は10年間ほぼ横ばいであったのに対し，
後期高齢者では2002年度をピークに2005年度に

かけて大きく減少し，その後，横ばいから微減
傾向にあった。

（ 3）　認定率に影響を及ぼす要因
1)　年齢構成の変化
　表 1に，観察期間前・中・後に相当する2000
年度，2005年度，2010年度における65歳以上人
口に占める各年齢階級の人口割合および前期ま
たは後期高齢者人口に占める各年齢階級の人口
割合を示す。草津町における65歳以上人口に占
める後期高齢者の割合は10年間で＋2.5%微増し
たのに対し，全国や群馬県ではいずれも＋7.2%
であった。一方，後期高齢者人口に占める80歳
以上の高齢者の割合は，全国では＋3.9%であっ
たのに対し，草津町や群馬県ではそれぞれ＋6.8%，
＋6.0%と後期高齢者人口における年齢構成の
変化が大きかった。

表 1　全国，群馬県，草津町における65歳以上人口の年齢構成の変化
全国 群馬県 草津町

2000年度 '05 '10 2000年度 '05 '10 2000年度 '05 '10

高齢者総数（人） 22 005 152 25 672 005 29 245 685 367 117 416 909 470 520 1 744 2 035 2 281

65～69歳 32.3(54.6) 29.0(52.8) 28.1(54.1) 30.5(52.9) 27.4(52.2) 27.7(54.9) 30.8(55.2) 32.1(57.1) 28.4(53.3)
70～74 26.8(45.4) 25.9(47.2) 23.8(45.9) 27.2(47.1) 25.0(47.8) 22.8(45.1) 25.0(44.8) 24.2(42.9) 24.9(46.7)

75～79 18.9(46.1) 20.5(45.4) 20.3(42.2) 19.5(46.1) 21.3(44.9) 19.8(40.1) 20.6(46.6) 19.0(43.4) 18.6(39.8)
80～84 11.9(29.1) 13.3(29.4) 14.8(30.8) 12.5(29.5) 14.2(29.8) 15.7(31.7) 12.4(28.1) 13.7(31.4) 14.4(30.8)
85～89  7.0(17.0)  7.2(15.9)  8.3(17.3)  7.2(16.9)  7.7(16.2)  9.0(18.2)  7.7(17.5)  6.5(15.0)  8.9(19.2)
90～94  2.6( 6.3)  3.3( 7.2)  3.5( 7.3)  2.6( 6.1)  3.4( 7.2)  3.8( 7.6)  2.9( 6.5)  3.4( 7.8)  3.3( 7.0)
95～99  0.5( 1.3)  0.8( 1.8)  1.0( 2.1)  0.5( 1.2)  0.8( 1.7)  1.1( 2.1)  0.5( 1.0)  0.8( 1.9)  1.1( 2.3)
100歳以上  0.1( 0.1)  0.1( 0.2)  0.2( 0.3)  0.0( 0.1)  0.1( 0.2)  0.2( 0.3)  0.1( 0.3)  0.2( 0.6)  0.4( 0.8)

注　各年齢階級人口が高齢人口に占める割合。（　）は，前期または後期高齢者数に対する各年齢階級人口の割合を示す。
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2)　カバー率の推移と中等度以上の認定率の
推移

　草津町におけるカバー率は，非自立をBADL
得点が 9点以下と定義すると，観察期間を通じ
て75%以上［範囲：最低75.2%（2007年度）か
ら最高84.0%（2003年度）］であった（表 2）。
一方， 5点以下と定義すると，カバー率は観察
期間を通じて88.0～91.3％で推移した。このよ
うに，軽度の障害者が認定を受けるか否かは，
年度によりばらつきがみられたため，認定率の
減少がカバー率の減少によってもたらされた可
能性が否めない。そこで，要介護認定を中等度
以上（要介護 2以上）に限定し，その認定率の
推移を草津町と群馬県および全国とを比較した。
その結果，草津町で特に後期高齢者において，
中等度以上の認定率が全国や群馬県と比べ低い
水準で推移していた（図 4）。

Ⅳ　考　　　察

　群馬県草津町で行ってきた介護予防共同研究
事業が地域高齢者の健康度に与えた影響を，介
護保険統計を用いて認定率の推移から評価した。
草津町では，特に後期高齢者における認定率の
低下が顕著であり，群馬県や全国で急速に上昇
するなかで，2004年度頃から横ばいから減少傾

向に転じ，以来，群馬県や全国との差は拡大し
た。さらに，新規認定率が過去10年間，次第に
減少した。
　介護保険統計を使用した認定率の算定結果の
解釈にあたって，様々なことを考慮する必要が
ある。例えば，年齢構成やカバー率は，算定結
果に強く影響すると考えられる。ここでは，草
津町の認定率の推移を解釈するとともに，介護
保険統計を用いて事業評価を行う際の留意点に
ついて議論する。

表 2　草津町における介護保険カバー率の推移 
「非自立」の定義 2003年度 '05 '07 '09

BADL
得点2） 状態

該当
者数
（人）

認定
者数
（人）

介護保険
カバー率
（%）

該当
者数
（人）

認定
者数
（人）

介護保険
カバー率
（%）

該当
者数
（人）

認定
者数
（人）

介護保険
カバー率
（%）

該当
者数
（人）

認定
者数
（人）

介護保険
カバー率
（%）

10点3） 完全自立 896 64 7.1 943 82 8.7 1 053 91 8.6 1 128 90 8.0

9 点以下 1項目部分的な介助 94 79 84.0 92 70 76.1 117 88 75.2 119 93 78.2
8 点以下 50 47 94.0 61 51 83.6 73 60 82.2 73 63 86.3
7 点以下 35 33 94.3 42 36 85.7 51 44 86.3 40 37 92.5
6 点以下 26 24 92.3 34 30 88.2 38 31 81.6 30 28 93.3
5 点以下 23 21 91.3 25 22 88.0 28 25 89.3 23 21 91.3
4 点以下 19 18 94.7 21 19 90.5 22 19 86.4 17 17 100.0
3 点以下 18 17 94.4 18 16 88.9 18 15 83.3 13 13 100.0
2 点以下 11 11 100.0 15 13 86.7 12 10 83.3 8 8 100.0
1 点以下 7 7 100.0 7 7 100.0 7 6 85.7 5 5 100.0
0 点以下 全項目全面介助 5 5 100.0 2 2 100.0 5 4 80.0 4 4 100.0

注　1）　Basic Activities of Daily Living （BADL）における「非自立」の定義が，BADL得点 9点から最低 0点まで 1点ずつ減少した場合の
該当者数，要支援・要介護認定者数，介護保険カバー率をそれぞれ示す。

　　2）　BADL得点；食事，移動，着衣，入浴，トイレの各項目について，自立に 2点，部分介助に 1点，全面介助に 0点を割り振り， 5項
目を合計した得点10）。

　　3）　BADL得点が10点（完全自立）の該当者数，要支援・要介護認定者数，該当者に占める要支援・要介護認定者の割合を示す。
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（ 1）　年齢構成
　認定率は年齢とともに急上昇する。全国の統
計では，人口に占めるサービス受給者の割合は，
65～69歳では約 2％であるのに対し，70～74歳
では約 4 %，75～79歳では約10％，80～84歳で
は約20％，85歳～89歳では約40％，90歳以上で
は約60％，95歳以上では約70％であった8）。し
たがって，認定率には高齢人口における年齢構
成の変化が強く影響すると考えられ，自治体で
認定率の経年変化を評価する際や，他の自治体
と比較する際には，年齢構成を調整することが
望ましいと考えられる。しかし，介護保険事業
状況報告（年報）からは，年齢区分が65～74歳
と75歳以上の 2階級のみのデータしか入手でき
ないため，直接法による年齢調整をより細かに
行うことができない。本研究のように 2階級に
層別し認定率の推移を観察しても，それぞれの
階級において，より高齢の年齢階級の人口が増
加すると認定率が上がり，介護予防事業の効果
が隠れてしまう。逆に，年齢構成が若くなると
認定率が減少する。したがって，より細かな年
齢調整ができなくとも，観察期間中に年齢構成
がどのように変化したのか，またその変化は比
較対照群と比べてどうかという点は，データを
解釈する上で押さえておくべき点である。
　そこで本研究では，国勢調査のデータを使用
し，草津町における人口構成の経年変化を把握
するとともに，全国や群馬県と比較した。草津
町では全国や群馬県に比べ，後期高齢者の増加
割合が小さかった。したがって，前期高齢者・
後期高齢者別に認定率の推移を評価することが
妥当と考えられた。一方，三者とも，前期高齢
人口における年齢構成に大きな変化は認められ
なかったのに対し，群馬県や草津町では後期高
齢者の中でも80歳代以上の割合が年々増加傾向
にあることがわかった。したがって，群馬県や
草津町における後期高齢者の認定率の経年変化
は，高齢者人口の高齢化による影響を受けてい
ると考えられる。一方で，草津町における後期
高齢者人口の年齢構成の変化が群馬県と同様で
あったことから，草津町における後期高齢者の
認定率の経年変化は，群馬県とは比較可能であ

ることが確認された。草津町では，比較対照地
区と年齢構成の変化パターンが同様であったが，
地域によっては大きく異なる場合がある。その
ような際は，結果の解釈に注意が必要である。
あるいは，年齢構成の変化が似た市町村を比較
対照地区として選ぶ，または間接法を用いて標
準化するなどの工夫が必要かもしれない。今後，
より詳細な年齢階級別の保険者数および認定者
数のデータが公開されることが望ましい。

（ 2）　介護保険カバー率
　介護認定を受けるか否かは，介護サービス利
用に対する指向性や家族介護力，経済状況，制
度改正による基準の変更など様々な文化的，社
会経済的要因が影響することが指摘されてい
る6）7）。したがって，認定率がその地域の高齢
者の健康指標となりうるかどうかは，例えば，
生活機能障害を有する人がどの程度介護保険制
度による要介護認定を受けるのかに依存する。
そこで本研究では，「介護保険カバー率」とい
う考え方を導入し，経年的なカバー率の推移を
調べた。非自立をBADL得点が 9点以下と定義
すると，カバー率は最低75.2%（2007年度）か
ら最高84.0%（2003年度）と約10％の開きが
あった。全国や群馬県におけるカバー率がどの
ように推移したのか，データがないため比較は
できないが，草津町における認定率がカバー率
の変化による影響を受けている可能性はある。
　一方，非自立をBADL得点が 5点以下と定義
すると，カバー率は年度により多少開きはある
ものの，観察期間を通じて88.0～91.3％で推移
した。つまり，部分的な介助の項目が 1～ 2つ，
または全介助の項目が 1つといった軽度の
ADL障害者が介護認定を受けるか否かは，年
によってばらつきが大きいことがわかった。十
分な家族介護が得られれば申請に至らないなど，
中等度以上に比べ軽度のADL障害者では，介
護保険サービス利用に対する指向性や家族介護
力などの文化的・社会経済的要因の影響をより
受けやすく，申請状況にばらつきがでることは
容易に想像できる。そこで，本研究では要介護
認定を中等度以上に限定し，その認定率の推移
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を草津町と群馬県および全国とを比較した。そ
の結果，中等度以上の認定率においても，後期
高齢者では全国や群馬県と比べ低い水準で推移
したことがわかった。したがって，「草津町の
認定率が低い水準で推移したのは，単にカバー
率の変化によるものではない」と解釈できる。
しかし，全国の多くの自治体では，カバー率を
経年的に調べるのは困難である。そこで，認定
率を解釈する際には注意が必要となる。文化
的・社会経済的要因の影響を受けにくいと考え
られる中等度以上の認定に限定した解析を行う
などの工夫が必要かもしれない。

（ 3）　その他の要因および本研究の限界
　本研究では，認定率に影響を及ぼす要因とし
て，年齢構成およびカバー率を取り上げ，それ
らの推移を踏まえた上で認定率を評価した。し
かし，人口の移動など，その他の要因について
は評価できていない。例えば，草津町は有名な
温泉地であるため，療養目的で転入し，そこで
介護認定を受けサービスを使いながら生活する，
あるいは介護施設が少ないために転出し，他の
自治体の施設に入所するといった転出入による
影響があるかもしれない。前者の場合，認定率
が増加し，介護予防の効果が隠れてしまう。一
方，後者の場合，認定率が減少し，見かけ上介
護予防の効果が増加する。
　本研究では，転出入者の健康状態に関する情
報が入手できなかったため，そのような事例が
どの程度存在するのかを把握することができな
かった。このような転出入が少なければ認定率
に大きな影響は与えないが，自治体によって注
意が必要なところもあると考えられる。今後，
より厳密に介護予防事業の効果を分析するには，
人口の転出入を加味した分析も必要である。

（ 4）　新規認定率
　要介護認定者を前年度からの継続認定者と新
規認定者に分類すると，新規認定者に比べ継続
認定者が圧倒的に多い（例えば，2009年度では
全認定者数の80.7％を継続認定者が占める）た
め，認定率のみでは介護予防の効果が見えにく

い。また，継続認定者の増減は，障害の軽減化
や死亡による認定資格の喪失，余命の延伸に伴
う要介護期間の延長という 2要因のバランスで
決まるため，その解釈は難しい。したがって，
介護予防の評価に用いる高齢者の健康指標とし
ては，新規認定率のほうがより有用であると考
えられる。今後，全国比較できるようなデータ
が公表されることが望まれる。
　本研究では，新規認定率の経年変化を観察し
た結果，草津町の後期高齢者では，2002年度に
かけて急激に新規認定率が増加し，2003年度以
降減少傾向にあることがわかった。2003年度時
点のカバー率は90%以上（BADL得点 8点以下
を生活機能障害ありと定義した場合）と高かっ
たことからも，介護保険制度開始直後，急速に
サービスが浸透し，制度開始以前からの要介護
者のほとんどが，このころまでに認定を受けた
と考えられる。新規認定率にも年齢構成やカ
バー率の変化は影響するため，解釈に注意は必
要であるが，2003年度以降その値は微減傾向に
あることから，介護予防10年間の取り組みによ
る成果が表れつつあると考えられる。

（ 5）　まとめと今後の展望
　本研究では，群馬県草津町を例に取り，認定
率を用いて介護予防共同研究事業の評価を行う
とともに，その際の留意点を考察した。その中
で，介護予防の評価指標には新規認定率が有用
であること，認定率の経年的な評価を行う際や
その推移を他市町村と比較する際には，65歳以
上人口における年齢構成やカバー率を考慮する
必要があることを述べた。草津町の認定率の推
移は，これらの要因を加味しても全国や群馬県
と大きく異なることから，10年間にわたる介護
予防共同研究事業の成果であると考えられる。
　介護予防への期待が高まる中，自治体の果た
す役割は今後ますます大きくなると考えられる。
認定率や新規認定率は，住民にわかりやすく，
市区町村レベルで算出できるにも関わらず，現
在，十分に活用されているとは言い難い。今後，
それらが自治体で広く使われ，これまでの活動
の評価および次の活動へのフィードバックがな
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されることで，さらによりよい地域保健活動が
各地で展開されることが期待される。また，介
護予防は，単に高齢者の介護を先送りするだけ
でなく，心身機能の向上や社会参加の増進を通
して，生活の質（QOL）の向上，人と人との
関係・地域のセーフティネットの強化に寄与す
るなど，多面的な効果をもたらすことが期待さ
れることから，今後は認定率という面からだけ
でなく，そうした他側面を評価する指標の開発
も望まれる。
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